
専 決 処 分 書 

 

令和７年度北本市一般会計補正予算（第７号）について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分する。 

 

 

  令和８年１月２０日 

 

 

北本市長 三 宮 幸 雄     

 



 



令   和   ７   年   度

北本市一般会計補正予算及び

補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書

北　   本　   市





－ 1 － 

 

 

 

 

 

 令和７年度北本市一般会計補正予算（第７号） 

 

 令和７年度北本市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４７，０７４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ２９，５８３，２８２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 

 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

令和８年１月２０日  専決処分 

 

 

                                   北本市長 三 宮 幸 雄 



 ― 2 ― 

款 項 補正前の額 補  正  額 計

歳　入 （単位　千円）
歳 入 歳 出 予 算 補 正第 １ 表

15 県支出金 2,005,095 43,651 2,048,746

 3 委託金 205,909 43,651 249,560

18 繰入金 2,096,972 3,423 2,100,395

 2 基金繰入金 2,068,203 3,423 2,071,626

歳 　 　 入 　 　 合 　 　 計 29,536,208 47,074 29,583,282



 ― 3 ― 

款 項 補正前の額 補  正  額 計

歳　出 （単位　千円）

 2 総務費 5,403,531 47,074 5,450,605

 6 選挙費 82,237 47,074 129,311

歳 　 　 出 　 　 合 　 　 計 29,536,208 47,074 29,583,282



 ― 4 ― 

款 補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計

（ 歳 入 ） （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総 　 括

県支出金 2,005,095 43,651 2,048,746 15

繰入金 2,096,972 3,423 2,100,395 18

29,536,208 47,074 29,583,282歳 　 入 　 合 　 計



 ― 5 ― 

款 補正前の額 補 正 額 計

補　正　予　算　額　の　財　源　内　訳

特      定      財      源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

（ 歳 出 ） （単位　千円）

総務費 5,403,531 47,074 5,450,605 43,651 3,423  2

歳  　出　 合　 計 29,536,208 47,074 29,583,282 43,651 3,423



２　歳　入

（単位　千円）

 ─ 6 ─ 

第 15 款　県支出金 第  3 項　委託金

目
補 正 前
     

の 　 額
補 正 額 計

節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 1 総務費委託 205,599 43,651 249,250  5 選挙費委託 43,651 衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査委託金

金 金

計 205,909 43,651 249,560

第 18 款　繰入金 第  2 項　基金繰入金

目
補 正 前
     

の 　 額
補 正 額 計

節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　明

 1 基金繰入金 2,068,203 3,423 2,071,626  1 基金繰入金 3,423 財政調整基金繰入金

計 2,068,203 3,423 2,071,626



３　歳　出

（単位　千円）

 ─ 7 ─ 

第  2 款　総務費 第  6 項　選挙費

目
補 正 前
     

の 　 額
補 正 額 計

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

 4 衆議院議員 0 47,074 47,074 県委 43,651 3,423  1 報酬

総選挙及び 県委 43,651 3,423 3,722 衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審

最高裁判所  3 職員手当等 査経費            （選管委員会） 47,074

裁判官国民 3,360   1報酬 3,722

審査費  7 報償費    　非常勤特別職員報酬 2,503

8,782    　・投票管理者及び開票管理者報酬 1,088

 8 旅費    　　４２人

101    　・選挙立会人、投票立会人及び開票立 1,415

10 需用費    　　会人報酬

3,257    　　１２５人

11 役務費    　会計年度任用職員報酬 1,219

5,716    　　８人

12 委託料   3職員手当等 3,360

13,266    　時間外勤務手当 3,000

13 使用料及び    　管理職員特別勤務手当 360

賃借料   7報償費 8,782

1,170    　土地借上謝礼 80

17 備品購入費    　謝礼 20

7,700    　報償金 30

   　・啓発活動出席報償金

   　諸手当 8,652

   　・選挙事務従事者手当

  8旅費 101

   　費用弁償 80

   　委員旅費 7

   　職員旅費 14

 10需用費 3,257

   　消耗品費 1,727

   　燃料費 210

   　食糧費 60

   　印刷製本費 930



 ─ 8 ─ 

第  2 款　総務費 第  6 項　選挙費

目
補 正 前
     

の 　 額
補 正 額 計

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節 説　　　　　　　　　明

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

   　修繕料 330

 11役務費 5,716

   　郵便料 3,088

   　通信運搬費 347

   　・電話回線使用料

   　洗濯代 330

   　諸手数料 1,951

   　・機器調整手数料 1,837

   　・振込手数料 63

   　・支払手数料 51

 12委託料 13,266

   　電算処理業務委託料 3,905

   　諸委託料 9,361

   　・運搬業務委託料 1,320

   　・掲示板作製委託料 2,013

   　・掲示場設置・撤去委託料 2,970

   　・駐車場整理委託料 330

   　・配布委託料 2,728

 13使用料及び賃借料 1,170

   　事務機器借上料 121

   　諸借上料 1,049

   　・会場借上料 125

   　・空調設備借上料 924

 17備品購入費 7,700

   　選挙用品類

計 82,237 47,074 129,311 43,651 3,423



１　特別職

期末手当
(年間支給月分)

13,045

(4.60)

39,916

(4.60)

計 1,493 178,485 28,356 52,961 259,802 28,916 2,836 291,554

13,045

(4.60)

39,916

(4.60)

計 1,326 175,982 28,356 52,961 257,299 28,916 2,836 289,051

計 167 2,503 0 0 2,503 0 0 2,503 

補　　正　　予　　算　　給　　与　　費　　明　　細　　書

（単位　千円）

区　　　分
職員数
（人）

給                与                費

共 済 費
退職手当
負担金

合   計 備   考
報  酬 給  料 地域手当

その他
の手当

計

補正後

長　　等 3 28,356 41,401 5,674 2,836 49,911

議　　員 20 86,772 126,688 23,242 149,930

その他の
特 別 職

1,470 91,713 91,713 91,713

補正前

長　　等 3 28,356 41,401 5,674 2,836 49,911

議　　員 20 86,772 126,688 23,242 149,930

その他の
特 別 職

1,303 89,210 89,210

0 

0 

0 0 

2,503 

89,210

2,503 

比　較

長　　等 0 0 0 

その他の
特 別 職

167 

議　　員 0 0 0 

0 

0 0 

2,503 

－ 9 －



－ 10 －

２　一般職

　（１）　総括 (単位   千円)

比　較

(単位   千円)

4,579 

4,050,721

1,165,077 3,180,616

3,360 

1,161,717 3,176,037

0 

1,561,484 639,018

454,055

4,579 

合   計 備   考
退職手当
負担金

235,666

0 

4,055,300235,666

報   酬 給   料

1,561,484 639,018

区　分

補 正 後

職員手当
共  済  費

計

(378)

職員数
（人）

403

給　　　　　　与　　　　　　費

(  8)

補 正 前

比 較
0 

403 452,836

1,219 

465,301

特殊勤務
手  　当

管 理 職
手    当

時 間 外
勤務手当

3,000 0 0 360 

384,728 778

比  較 0 0 0 0 0 0 

の 内 訳 補正前 33,720 97,029 28,784 23,738 2,308 55,560 69,771

55,560 72,771 465,301 384,728 1,138

※ （   ）内は暫定再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の
　勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

0 

(370)

補正後 33,720 97,029 28,784 23,738 2,308

期末手当 勤勉手当
管理職員
特別勤務
手    当職 員 手 当

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当



　ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位   千円)

(単位   千円)

0 360 

※ （   ）内は暫定再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員について外書き

比  較 0 0 0 0 0 0 3,000 0 

0 0 3,360 3,360 0 0 3,360 
比 較

(  0)

403 1,561,484 1,009,689 2,571,173 557,640 235,666 3,364,479
補 正 前

(　7)

403 1,561,484 1,013,049 2,574,533 557,640

備   考
報   酬 給   料 職員手当 計

補 正 後
(　7)

区　分
職員数
（人）

給　　　　　　与　　　　　　費
共  済  費

退職手当
負担金

合   計

55,560 69,771 382,623 315,378 7782,308

315,378 1,138

の 内 訳 補正前 33,720 97,029 28,784 23,738

補正後 33,720 97,029 28,784 23,738 2,308 55,560 72,771 382,623

特殊勤務
手  　当

管 理 職
手    当

時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当
管理職員
特別勤務
手    当

235,666 3,367,839

職 員 手 当
区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

－ 11 －



－ 12 －

　イ　会計年度任用職員 (単位   千円)

(単位   千円)

0 0 

82,678 69,350

比  較

1,219 

の 内 訳 補正前

1,219 0 1,219 0 
比 較

(8)

452,836 152,028 604,864 81,378 686,242

687,461

補 正 前
(363)

454,055 152,028 606,083 81,378

備   考
報   酬 給   料 職員手当 計

補 正 後
(371)

区　分
職員数
（人）

給　　　　　　与　　　　　　費
共  済  費

退職手当
負担金

合   計

82,678 69,350

時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当
管理職員
特別勤務
手    当

補正後

職 員 手 当
区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

特殊勤務
手  　当

管 理 職
手    当

※ （   ）内は会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当
　たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き



　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額

職員手当 3,360 その他の増減分 3,360 扶 養 手 当 0 地 域 手 当 0 

住 居 手 当 0 通 勤 手 当 0 

特 殊 勤 務 手 当 0 管 理 職 手 当 0 

時間外勤務手当 3,000 期末勤勉 手当 0 

管 理 職 員 特 別
勤 務 手 当 360 

（単位　千円）

増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　考

衆議院議員総選挙及び最高裁
判所裁判官国民審査事業に伴う
時間外勤務手当及び管理職員
特別勤務手当の増

－13－


